
 

付録３ 調査対象の抽出，結果の推定方法及び推定値の標本誤差 

 

１ 調査対象の抽出 

調査対象は，平成26年経済センサス‐基礎調査を母集団※１とし，(1)に掲げる産業を主産業

とする全国の事業所・企業等の中から，統計的手法によって以下のとおり抽出した。 

＜月次調査＞ 事業所：約25,000 企業等：約13,000 

＜拡大調査＞ 事業所：約69,000 企業等：約 9,500 

※１ 2017年調査から，母集団を平成21年経済センサス‐基礎調査から平成26年経済センサス‐基礎調査に

変更した。調査対象事業所・企業等は，平成26年経済センサス‐基礎調査を基に抽出しているが，各種

情報により把握した平成26年経済センサス‐基礎調査後に新設された事業所・企業等についても母集団

に適宜追加した上で抽出している。また，調査対象事業所が廃業した場合は代替の事業所を選定して調

査対象としている。 

    なお，平成26年経済センサス-基礎調査では，東日本大震災（平成23年３月11日に発生した東北地方太

平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。）に関して原子力災害対策特別措置

法（平成11年法律第156号）第20条第２項の規定に基づき原子力災害対策本部長が設定した帰還困難区域

又は居住制限区域（平成26年４月１日現在）を，調査対象地域から除外しているため，本調査における

結果においても含まれていない。 

 (1) サービス産業の範囲（付録７参照） 

日本標準産業分類（平成25年10月改定）に掲げる以下の大分類（主な中分類ごとに設けら

れている小分類「管理，補助的経済活動を行う事業所」を除く）が調査対象である。 

① 大分類Ｇ－情報通信業※２ 
② 大分類Ｈ－運輸業，郵便業 
③ 大分類Ｋ－不動産業，物品賃貸業 
④ 大分類Ｌ－学術研究，専門・技術サービス業 
（中分類71－学術・開発研究機関及び細分類7282－純粋持株会社を除く。） 

⑤ 大分類Ｍ－宿泊業，飲食サービス業 
⑥ 大分類Ｎ－生活関連サービス業，娯楽業 
（小分類792－家事サービス業を除く。） 

⑦ 大分類Ｏ－教育，学習支援業 
（中分類81－学校教育を除く。） 

⑧ 大分類Ｐ－医療，福祉 
（小分類841－保健所，小分類851－社会保険事業団体及び小分類852－福祉事務所を除

く。） 

⑨ 大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないもの） 
（中分類93－政治・経済・文化団体，中分類94－宗教及び中分類96－外国公務を除く。） 

※２ 大分類Ｇ－情報通信業については，類似の年次調査が存在しているため，拡大調査では調査対象外（月

次調査では調査対象）としている。 

(2) 調査対象の抽出と交替 

① 企業等（全数調査） 

ア 次の(ア)から(カ)までに掲げる産業を主産業とする企業等をしっ皆層とする。 

  (ア)小分類371－固定電気通信業※３ 

  (イ)小分類372－移動電気通信業※３ 

  (ウ)小分類381－公共放送業（有線放送業を除く）※３ 

  (エ)中分類42－鉄道業 

  (オ)中分類46－航空運輸業 

  (カ)中分類49－郵便業（信書便事業を含む） 

  ※３ 大分類Ｇ－情報通信業に属する産業であるため，拡大調査では調査対象外である。 



 

イ ア以外で，資本金・出資金・基金が１億円以上の企業をしっ皆層とする。 

ウ 交替を行わず，継続的に調査する。 

 

② 事業所（全数調査又は標本調査） 

  上記①ア(ア)から(カ)までに掲げる産業以外のサービス産業を主産業とする事業所を

以下のとおり抽出する。ただし，上記①ア及びイに該当する企業等に属する事業所は除

く。 

ア 全数調査については，一定規模以上の事業所をしっ皆層とし，継続的に調査する。 

イ 標本調査については，上記ア以外の事業所を標本層とし，原則として，２年間継続

して調査する。 

 

２ 結果の推定方法 

月次調査の結果は，事業所及び企業等の推定値を合算することにより集計している。推定値

は、調査票の欠測値や回答内容の矛盾などについて精査し、経済センサスや客体の公開情報等

を基に補足訂正を行った上で推計している。 

 

売上高及び事業従事者数について，平成26年経済センサス-基礎調査の結果等を基に以下の

式により算出している。 

総和の推定値（売上高，事業従事者数）： 𝑇𝑇�𝑥𝑥 = ∑ 𝑊𝑊ℎ ∑ 𝑥𝑥ℎ𝑖𝑖
𝑛𝑛ℎ
𝑖𝑖=1

𝐿𝐿
ℎ=1  

ℎ ：   層（産業分類×事業従事者規模×調査対象の種類（しっ皆層，標本層）） 

𝑊𝑊ℎ: ウエイト   𝑁𝑁ℎ𝑛𝑛ℎ
  なお，しっ皆層は  𝑁𝑁ℎ = 𝑛𝑛ℎで𝑊𝑊ℎ = １ 

𝐿𝐿 ：   層の数 

𝑁𝑁ℎ：   第ℎ層の母集団事業所数 

𝑛𝑛ℎ：  第ℎ層の調査事業所数 

𝑥𝑥ℎ𝑖𝑖：   第ℎ層の第𝑖𝑖番目の売上高，事業従事者数 

 
３ 推定値の標本誤差 

売上高の総和について，標準誤差率を次の式により算出する。その結果は表のとおりである。 

標準誤差率（％）：   𝜎𝜎�𝑇𝑇𝑥𝑥 / 𝑇𝑇�𝑥𝑥 × 100 

売上高の総和の標準誤差：  𝜎𝜎�𝑇𝑇𝑥𝑥 = �∑ 𝑁𝑁ℎ(𝑁𝑁ℎ − 𝑛𝑛ℎ) 𝑠𝑠ℎ
2

𝑛𝑛ℎ
𝐿𝐿
ℎ=1  

第ℎ層の売上高の標本分散：   𝑠𝑠ℎ2 = 1
𝑛𝑛ℎ−1

∑ (𝑥𝑥ℎ𝑖𝑖 − 𝑋𝑋�ℎ)2𝑛𝑛ℎ
𝑖𝑖=1  

第ℎ層の売上高の平均値：     𝑋𝑋�ℎ = 1
𝑛𝑛ℎ
∑ 𝑥𝑥ℎ𝑖𝑖
𝑛𝑛ℎ
𝑖𝑖=1  
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